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今まで消費の主体であった百貨店が勢いを落としてきている。それとは逆に急速に力を付けてきたＤＳ（ディスカウントストア）の動向には注意する必要がある。１９７２年にダイエーの売上げが三越のそれを上回りそれ以来小売り業のトップはスーパーで百貨店がそれを追走している状況である。しかもその差はますます開く一方である。
日本経済新聞社の調査によると１９９１年度の売上高の伸びは前年度比９．５％増となり、０．４ポイント前年度の伸びを上回っている。
これは消費者にＤＳが受け入れられ、支持されている証拠である。ここまで消費者に支持されてきたのはやはりＤＳ独自の運営形態である低価格販売が受け入れられたからであろう。

　ここで、消費者に支持されているディスカウントであるが、ディスカウントストアとはどのような経営業態なのだろうか。期間限定の特売や不定期の催事廉価ではなく、経常的に市場価格より低価格販売する店をディスカウントストアと呼ぶようである。日本のディスカウントストアはつぎの３つにわかれている。①新規創業型の大型総合ディスカウントストア：創業当初は倒産品などのバッタ品、換金物を中心に現金で買いたたいて仕入れる激安店だったが、飛躍的な成長を遂げ正規ルートからの仕入率を上げ品揃えを安定させた。②大手量販店が手がける大型ディスカウントストア：大手量販店が営業不振の既存店の活性化を目指して資本力を背景として開発している新興ディスカウントストア。③限定商品型専門ディスカウントストア：専門化することにより絞られた需要を標的とし、店舗面積が狭くてすむために都心部でも多く見かけられる
。この様にＤＳにも様々な消費者のニーズに合った経営業態が存在している。

　低価格な商品を消費者に提供していくＤＳを展望するためには、できるだけ低い価格を実現するために重要な商品にかかるコストの削減の課題を検討しなければならない。ＤＳの粗利率はほかの小売業と比較するとかなり低く、小売業の平均粗利率は２５％―２８％であるのに対しＤＳの粗利率は１０％－１５％といわれ、中には１０％を切るＤＳもある
。このような経営でディスカウントストア（ＤＳ）が低価格維持をするためには、仕入れや店舗などを含めた運営上のコストをできるだけ減らすことを考えなければならない。北海道を基盤とするカウボーイでは、週の６０％の売上げをあげている土・日曜日だけの営業にして効率的な売上げに成功し人材のコスト削減をしたり、返品なしで完全買い取りで安く仕入れたり、店内の天井を低く設定し建材費を削減し店内照明を落としてコストを削減したりしている
。このように様々な方法でコストをどれだけ抑えることができるかが商品低価格実現には肝心なことである。

　次に仕入れの段階ではディスカウントストアの低価格販売を実現させるために特に注目すべきところである。一般の仕入れと違い一次問屋や二次問屋での中間のマージンや経費をカットしてできるだけ安くものを仕入れるための流通構造が存在している。それに加えてディスカウント商品の取引では、仕入れ先にとって貸し倒れもなく、すぐ資金運用が図れ、しかも仕入れ業者側も通常より安く仕入れることができるというメリットから例外なく現金による買い取り方式で行われる。しかもある一定の量の商品をまとめ買いすることにより、より大幅な値下げを要求するのである
。その他に色々な情報を入手し破産宣告により没収された物件を競売で入手したりデパートの売れ残り商品やスーパーの返品商品などを買ったりなどの裏のルートが存在する
。特にＤＳでは仕入れる時にどれだけ安く仕入れるかでその商品のディスカウント率が決まると言っても過言ではない。つまり仕入では様々な安く商品を仕入れるための裏ルートが重要になるのである。

ディスカウントストア（ＤＳ）では、メーカーのナショナルブランド（ＮＢ）商品の値引き競争だけでは値引きに限界があるので、商品の低価格を実現するために独自に開発した低価格のプライベートブランド（ＰＢ）商品の開発に取り組んでいかなければならない。西友では安い韓国のメーカーに直接発注したＰＢ商品を輸入販売する事により原料・人件費などの生産コストを日本の場合の６，７割に抑えている
。オリジナルの輸入商品の開発を行うとこのように生産過程で価格力が強化する事ができ、絶対的な安さを訴えることが可能である。開発輸入商品は企業の力を落とさずに価格競争ができる
ので、ディスカウントストアにとってプライベート商品の開発強化は業態発展のためには不可欠なものである。

しかしここでＤＳとメーカーの間での関係が問題になる。価格破壊を行うＤＳは日本では着々と勢力を拡大しつつあるが、メーカーとしては希望小売価格を設定しているのでそれをＤＳに破壊されては信用に関わる問題になるのである。しかしその価格決定権がメーカ－からＤＳを中心とした小売りに移りつつある。その実例として松下電器産業や味の素・バンダイのど様々な商品部門で希望小売価格を表示しないオープン価格を導入し始めている
。また、９３年１２月クリスマスギフトなどの玩具の歳末商戦から阪急百貨店を皮切りに、三越・高島屋・大丸など大手百貨店が一斉に玩具の値引き販売を始め
対抗措置を取り始めている。しかしメーカーも出荷停止や商品の買い占め、価格維持のため　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安く売るところには商品を高値で卸すところもある。買い占めについては回答企業９８社のうち５７社、５８．２％が、出荷停止についてはどう１０８社のうち、５０．９％の５５社が「ある」と回答した「価格設定に対してメーカー及びメーカー系列販社の価格指導はどうか」の問いに対して回答企業１１２社のうち「指導はない」と回答したのは、１８社１６．１％にとどまった。
価格決定権を守ろうとするメーカーと価格破壊を強行するＤＳとの戦いは一層激しくなっている。

　消費者の商品を購入する際には、何を求めているかを知る必要がある。最近では消費者が商品を購入する業態を商品によって選択している。図１では百貨店利用頻度が全体的に落ちていて、特に家電製品・スポーツ・レジャー・生鮮食品・惣菜等の品種では百貨店の利用頻度が少なくなっている。これは消費者が価格や品揃え・商品の使用目的などを考えて購入先を決定していることを表している。このことはディスカウントストア業界にしてみても特定分野にこだわりを持つ消費者がＤＳに低価格だけでなく品揃え・専門性を希求し始め、専門店ディスカウントストアの支持層が次第に増えつつある
ようである。また満足度の低い消費生活を質的に向上させるには商品・サービスの「価格引き下げ」と「品質向上」のどちらが有効かという質問では、全体では５９％対４１％で「価格引き下げ」の方が有効視されているけれども、サラリーマンは主婦より「品質向上」を有効視している傾向にある
。この様に価格だけでなく品揃えや品質等も購買行為に大きく影響してくるのである。

　　　　　　　　　　図１　　それぞれの商品をどの業態で買うか（％）

　　　　　　　　　　


　　　１位
　　　２位
　　　３位

紳士スーツ
専門店（３５．９）
百貨店（３３．３）
ＤＳ（２１．９）

婦人服
百貨店（３９．０）
専門店（３０．９）
スーパー（１２．８）

家具インテリア
専門店（５８．２）
百貨店（１５．６）
ＤＳ（１２．７）

生鮮食品・惣菜
スーパー（７０．９）
近所の商店（３７．　　　６）
百貨店（１６．７）

家電製品
専門店（５９．２）
ＤＳ（３３．３）
スーパー（１３．３）

和洋食器
百貨店（２９．５）
スーパー（２３．２）
専門店（１９．９）

おもちゃ
専門店（１８．１）
百貨店（１６．２）
スーパー（１４．８）

スポーツ・レジャー
専門店（５３．５）
ＤＳ（２６．７）
百貨店（１８．８）

（出所）ＴＢＣコンサルタントグループ　『パワーセンターの驚異』１９９５年、１２１頁。

そこでこれからのＤＳが消費者の要求に応えるためには、ＰＢ商品の開発の工夫に注目しなければならない。つまりＰＢ商品の開発によって先にも述べたように絶対的な安さで販売できるのに加え、今までより品揃えを豊富にすることもでき、商品の安定供給をおこなうことができるからである。成功するＰＢ商品の条件として①ＮＢ商品と同程度の機能があり、②高い購入頻度があり、③商品が単価で安い④消費者に商品知識がある⑤５割程度ＮＢ商品より安く提供できる納入システムの開発をあげている
。①では、ＤＳ商品がＮＢ商品と比較して品質において消費者の不安を取り除くために重要であり、消費者意識調査でもＰＢ商品が安くて品質が良ければこだわらないという人が６２．４％を占めている
。②ではＤＳは少ない利益だが大量に販売することで売上利益を上げていく経営業態であるので、商品の回転率を高めより多く商品を販売できなくてはならない。③は品質保証、アフターサービスの面から見て、消費者は単価が高い商品を選ぶ場合、少々高くてもＮＢ商品を買うためである。④は消費者にある程度の商品知識が無ければ他の商品と比較ができないからである。この様にＰＢ商品の開発には価格はもちろんながら、ＮＢ商品に劣らない品質を維持し、消費者のニーズを考慮に入れながら取り組んでいかなければならない。

その他にもＤＳにつきまとう問題として信用問題がある。消費者の低価格に対する不安・不信感を取り除くために裏ルートからメーカーを通じた正規のルートに切り替えが行われている
。そうすることにより商品の安定した仕入・供給を行うこともできる。そのほかにも、メーカーの保証書を手に入れるのに必死になっている店舗もある。信用は低価格と同様に経営業態として成長していくには不可欠なものである。
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